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平成 16年 3月期    決算短信（連結）               平成 16年 5 月 26日 
 
上 場 会 社 名          阪急電鉄株式会社                        上場取引所    東 大 
コ ー ド 番 号            9042                                       本社所在都道府県 大阪府 
（ＵＲＬ  http://www.hankyu.co.jp ） 
代  表  者   代表取締役社長         角 和夫 
問合せ先責任者   経営企画部 部長（経理担当） 白木 恵士     ＴＥＬ (06)6373－5162 
決算取締役会開催日 平成 16 年 5月 26日 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１． 16 年 3 月期の連結業績（平成 15年 4 月 1日～平成 16 年 3 月 31日） 
(1)連結経営成績                (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

471,482 
477,719 

△1.3 
12.4 

47,998 
48,068 

△0.1 
27.0 

38,376 
32,116 

19.5 
51.7 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

3,101 
△89,318 

－ 
－ 

3.32 
△97.92 

3.28 
－ 

1.3 
△34.5 

2.2 
1.9 

8.1 
6.7 

(注) ①持分法投資損益       16年 3 月期  3,300 百万円 15年 3 月期 △1,717 百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 16年 3 月期 915,130,532 株 15年 3 月期 912,909,617株 
     ③会計処理の方法の変更   無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 
 

百万円 
 

％ 
        

円  銭 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

1,715,805 
1,754,210 

247,840 
229,845 

14.4 
13.1 

270.72 
251.05 

(注) 期末発行済株式数(連結) 16 年 3月期 915,250,727株 15 年 3月期 915,239,940 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
 

百万円 百万円 百万円 百万円 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

42,057 
34,410 

△392 
△35,072 

△42,004 
△15,889 

34,955 
35,626 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 69社  持分法適用非連結子会社数 0 社  持分法適用関連会社数 12社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規) 2 社 (除外) 3 社    持分法 (新規) 1社 (除外) 1社 
 
２．17 年 3月期の連結業績予想（平成 16 年 4月 1 日～平成 17 年 3月 31日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 
 

百万円 
 

百万円 
 中 間 期 

通    期 
227,800 
491,300 

20,700 
42,400 

12,700 
22,500 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   24円 58 銭 
 
(注) 上記の業績予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、 

今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料（連－７）ページをご参照下さい。 



 企 企 企 企　　　　業業業業　　　　集集集集　　　　団団団団　　　　のののの　　　　状状状状　　　　況況況況

　当社の企業集団は、当社、子会社117社及び関連会社31社で構成され、その営んでいる主要な事業内容及び事業の種類別セグメントとの関連は、
次のとおりであります。

（１）都  市  交  通  事  業  （２４社）
   事   業   の   内   容  　　　　　　  　　 　　会                      社                      名
鉄 道 事 業 当社、能勢電鉄(株) ※1 (C)、北大阪急行電鉄(株) ※1 (A)(C)、神戸電鉄(株) ※3、北神急行電鉄(株) ※3
鉄 道 駅 管 理 運 営 業 (株)阪急レールウェイサービス ※1 (A)(B)
鉄 道 保 守 整 備 業 レールウェイ・テクノロジー(株) ※1 (A)(B)、(株)グローバルテック ※1 (B)

(株)阪急電気通信システムズ ※1 (A) (B)
バ ス 事 業 阪急バス(株) ※1 (A)、阪急観光バス(株) ※1、大阪空港交通(株) ※3 (A)
貨 物 運 送 業 (株)阪急カーゴサービス ※1
タ ク シ ー 業 阪急タクシー(株) ※1 (A)(B)
空 運 業 阪急航空(株) ※1
自 動 車 整 備 業 (株)阪急エムテック ※1

その他  ８社

（２）不   動   産   事   業  （２３社）
   事   業   の   内   容  　　　　　　  　　 　　会                      社                      名
不 動 産 賃 貸 業 当社、阪急不動産(株) ※1 (A)(C)
不 動 産 売 買 業 当社、能勢電鉄(株) ※1 (C)、阪急彩都開発(株) ※１ (B)、阪急不動産(株) ※1 (A)(C)
不 動 産 管 理 業 (株)阪急ファシリティーズ ※1 (A)(B)、(株)茶屋町企画 ※1、神栄興産(株) ※1

その他  １６社

（３）レジャー・サービス事業  （５６社）
   事   業   の   内   容  　　　　　　  　　 　　会                      社                      名
旅 行 業 (株)阪急交通社 ※1 (A)、(株)阪急トラベルサポート ※1
ホ テ ル 業 (株)新阪急ホテル ※1 (A)(C)、(株)新阪急ホテルアネックス ※1 (A)、(株)東京新阪急ホテル ※1

(株)第一阪急ホテルズ ※1、(株)阪急シグマコーポレーション ※1、(株)有馬ビューホテル ※1
(株)天橋立ホテル ※1、(株)京都新阪急ホテル ※1、(株)高知新阪急ホテル ※1
(株)神戸三田新阪急ホテル ※1、(株)第一ホテル九州 ※1、大井開発(株) ※3

ゴ ル フ 場 の 経 営 るり溪開発(株) ※1 (A)、真庭リゾート開発(株) ※1 (A)
劇 場 の 運 営 (株)シアター・ドラマシティ ※1、(株)コマ・スタジアム ※3 (A)
歌 劇 の 企 画 ･ 運 営 当社、(株)宝塚クリエイティブアーツ ※1 (A)(B)、(株)宝塚舞台 ※1 (B)
映 画 の 興 行 (株)東京楽天地 ※3、東宝(株) ※3 (C)、オーエス(株) ※4 (A)

その他  ３２社

（４）リ  テ  ー  ル  事  業  （８社）
   事   業   の   内   容  　　　　　　  　　 　　会                      社                      名
小 売 業 当社、(株)阪急リテールズ ※1 (B)、(株)いいなダイニング ※1 (A)

(株)ダブルデイ阪急 ※1、(株)ラガール・ショップ ※2 (B)
飲 食 業 (株)クリエイティブ阪急 ※1 (A)

その他　２社

（５）そ  の  他  の  事  業  （４２社）
   事   業   の   内   容  　　　　　　  　　 　　会                      社                      名
広 告 代 理 店 業 (株)遊時創造 ※1 (A)
建 設 業 阪急電気工事(株) ※3、(株)森組 ※3　
消 費 者 金 融 業 (株)ステーションファイナンス ※1 (A)
車 両 製 造 業 アルナ車両(株) ※1、アルナ輸送機用品(株) ※1
情 報 処 理 業 (株)阪急ビジネスアソシエイト ※1 (A)(B)
駐 車 場 の 経 営 阪急パーキングサービス(株) ※1 (A)
レ ン タ カ ー 事 業 ニッポンレンタカー阪急(株) ※1 (A)
自 動 車 教 習 所 の 経 営 (株)服部緑地自動車教習所 ※1 (A)
有 料 自 動 車 道 路 の 経 営 西山ドライブウエイ(株) ※3 (A)
民 間 放 送 業 関西テレビ放送(株) ※3
清 掃 ･ 警 備 業 (株)阪急コミュニティサービス ※1 (A)
建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 (株)アーバン・エース ※1
出 版 業 (株)阪急コミュニケーションズ ※1

その他  ２７社

  (注)1. ※1は連結子会社、※2は非連結子会社(持分法非適用)、※3は持分法適用関連会社、※4は関連会社(持分法非適用)であります。
      2. 上記部門の会社数には当社及び能勢電鉄(株)が重複して含まれております。
      3. 当社は、(A)の会社に対し施設の賃貸を行っております。
      4. 当社は、(B)の会社に対し業務の委託を行っております。
      5. 当社は、(C)の会社より施設を賃借しております。
　    6．(株)阪急リテールズは、(株)阪急リテールコミュニケーションズが商号変更したものであります。
　       (株)いいなダイニングは、ファイン・フーズ(株)が商号変更したものであります。

（連－２）



 

（連－３） 

経 営 方 針 
 

 

１．会社の経営の基本方針 

 当社グループは、明治 43 年に鉄道事業を始めて以来、常にパイオニア精神をもって、お客様の生活に

密着した様々な事業の開拓に努めてまいりました。その事業領域は、交通運輸、不動産、流通、レジャ

ーなど多岐にわたっております。 

 現在、わが国は社会・経済の構造的な転換期にあり、厳しい経営環境が続いておりますが、今後とも、

このパイオニア精神を受け継いだグループスローガン「都市にうれしい出来事を」、経営理念「Life-Style 

Developer HANKYU」を体現すべく、都市生活者の志向の変化や時代を先取りした多彩な事業に取り組み、

真に社会に貢献する企業グループでありつづけたいと考えております。 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

 株主配当につきましては、経営基盤と財務体質の強化に努めながら、グループの中核である当社が年

間で 1 株につき5 円を下限とする安定的な配当を実施していくことを基本方針としております。 

 ただし、当期におきましては、当社子会社が保有する開発用地のうち、開発の優先順位が低い用地の

売却を前提とした引当や、子会社の保有するゴルフ場関連資産につき減損対応の引当を前倒しで実施す

るほか、これまでの事業の再編処理に区切りをつけるため、グループ再編に伴う費用を可能な限り特別

損失に織り込むこととしたため、前期に引き続き無配といたしております。 

 しかしながら、ここ数年の事業構造改革に向けた取組の成果が着実に数値に表れ、平成 15 年度は過去

最高の連結経常利益を計上することができ、平成 16 年度以降もこれを上回る連結経常利益を確保できる

見通しです。また、平成 15 年度において上記の引当処理を実施することによって、平成 16 年度以降は

安定して連結当期利益を計上できる見込みであり、平成 16 年度期末には復配を行います。 

 

３．目標とする経営指標 

 当社グループは、資産規模の適正化と収益力の向上をバランス良く推し進めて、企業価値を向上させ

ていくことを目指しております。 

 そのための具体的な指標として、グループ全体の財務体質の健全性を示す指標として連結有利子負債

／EBITDA（償却前営業利益）倍率を、収益性の指標として連結 ROE（株主資本利益率）を、採用してお

ります。 

前者については、平成 16 年度に 12 倍、平成 19 年度に 10 倍とすることを、後者については、平成 16

年度に 8％以上にすることをそれぞれ目標としており、これらを着実に達成してまいります。 

 

４．中長期的な会社の経営戦略並びに会社の対処すべき課題  

 当社グループでは、安定したグループ経営が行える基盤を整備するため、近年構造改革に向けた様々

な取組を推し進めてきました。財務面においては、平成 12 年度に事業用土地の再評価を行い、平成 14

年度には大規模開発用地の引当処理を前倒しで実施しました。事業面においても不動産事業・ホテル事

業等の再編、遊園地事業からの撤退など、グループを挙げて事業の再編成・再構築を進めてきました。

「グループ再編の総仕上げの年」と位置付けた平成 15 年度においても、再編処理に区切りをつけるため、

今後見込まれる損失を可能な限り前倒しで計上しました。これらの結果、当社グループは今後安定して

相応の利益を計上できる見通しです。 

 



 

（連－４） 

 

 そして、グループ全体で更なる伸長・発展を遂げていくため、当社グループは平成 17 年 4 月 1 日を目

途に純粋持株会社体制に移行することにしました。持株会社体制への移行の方法としては会社分割制度

を利用し、当社を「純粋持株会社」と「事業会社」に分割します。具体的には、当社は当社の営む全て

の事業を「事業会社」に承継させ、当社は「純粋持株会社」となります。なお、グループのコア事業[都

市交通、不動産、レジャー（ホテル・旅行）、エンタテインメント・コミュニケーション、リテール]の

うち、レジャー事業の中核会社にあたる「ホテル経営統括会社」（㈱新阪急ホテルと㈱第一阪急ホテル

ズの経営戦略機能・管理機能を集約して平成 16年 6 月に設立予定）と「㈱阪急交通社」の両社は、持株

会社の直轄会社とすることで、都市交通事業等他のコア事業の中核会社にあたる「事業会社」との親子

関係を解消します。こうした新しい体制の下で、グループとしての一体感を一層高めつつ、各コア事業

への権限委譲と事業責任の明確化を図ることで、企業価値向上のための取組を加速させ、競争力をもっ

た各コア事業が相互に連携した高い総合力を提供できるグループを目指していきます。 

 

 当社グループでは、各コア事業の強化・育成に向けた事業戦略の基本方針をグループ全体で共有し、

グループ各社（各事業）の果たすべき役割を明確にするために、平成 14 年 3 月にグループ共通の中期経

営計画（平成 14 年度からの 3 ヵ年計画）である「阪急電鉄グループ 2002 中期経営方針」を策定しまし

た。最終年度にあたる平成 16 年度のスタートにあたっても、本中期経営方針に基づいて「阪急電鉄グル

ープ 2004 年度経営方針」を策定し、各コア事業の一層の競争力強化と、グループの総合力強化に向けた

取組を着実に重ねていくことを目指しています。そして、この平成 16 年度内には、これまでのグループ

再編と各コア事業の競争力強化に向けた取組を踏まえて、また純粋持株会社体制の下でグループとして

の総合力を真に発揮して更に成長することを目指して、次期中期経営計画（平成 17 年度～平成 19 年度）

を定めてまいります。 

 「2004 年度経営方針」は、まず『競争優位の確立』を事業面での基本方針としています。各コア事業

において『お客様志向の徹底』により競争力を一層強化し、また４つの大規模開発プロジェクト（彩都・

茶屋町・西宮北口・宝塚）を着実に推進して『沿線価値の向上』を図ってまいります。さらに、平成 16

年夏に予定している IC カードシステム導入と同時期に、グループの各事業にとって強力な販促ツールと

なる「HANA PLUS カード」がスタートしますが、同カードをグループの総合力を発揮していくための強

力な武器として位置付け、グループが一丸となってカードの魅力度向上と会員獲得に努めるなど、これ

らの取組を通じて『グループ力の向上』を目指してまいります。一方、財務面においては、保有資産の

徹底的な活用、あるいは不要不急・低利回りな資産の売却推進による『資産利回りの向上』を基本方針

としています。 

 各コア事業における競争力の強化については、特に以下を重点課題として、精力的に取り組んでいき

ます。 

 都市交通事業では、当社及び能勢電鉄㈱においてポストペイ（後払い）方式の IC カードシステムを導

入しますが、これを契機に、同カードを活用した様々な増収・増益戦略を検討・実施し、グループ内の

鉄道・バス・タクシーが一体となったシームレスな輸送サービスを提供できるようにしてまいります。 

 また不動産事業では、「４つの大規模開発プロジェクト」と「REIT（不動産投資信託）事業」に精力的

に取り組んでいきます。大規模開発プロジェクトは、いずれも当社グループのこれからの成長の鍵を握

る重要な拠点開発であり、各コア事業の新たな事業ステージの創出にもつながることから、グループを

挙げてその開発に取り組んでまいります。一方で、連結有利子負債を増加させずにこれらの開発を推し

進めていくために、開発型証券化等の手法も採用してまいります。 

 ホテル事業では、上述の通り、新阪急ホテルグループと第一阪急ホテルズグループの経営を統括する

「ホテル経営統括会社」を立ち上げ、経営戦略機能の強化と管理部門の集約による効率化を早期に実現

していきます。 

 



 

（連－５） 

 

 旅行事業では、価格競争から価値競争への転換を図っていき、旅行業界でのオンリーワンを目指して

まいります。具体的には、「トラピックス」に続くワンランク上の戦略ブランドとして「クリスタルハー

ト」の販売を強化していき、通販商品の一層の拡大を目指します。一方で、安定的な収益計上が見込め

る国内旅行にも一層力を入れ、営業収益における国内旅行の比率を高めてまいります。 

 このほか、純粋持株会社への移行に先立ち、当社において人事諸制度の改革も推し進めていきます。

具体的には、幹部社員について、原則 55 歳での「役職定年制」の導入とグループ各社への円滑な転籍を

促す「転籍制度」の改定を、平成 16 年度より実施します。役員についても、「役員定年規程」と業績連

動報酬のウェイトをこれまで以上に高めた「取締役報酬規程」を新たに制定して厳格な運用を行うこと

にしており、これら諸制度の改革を通じて、常に活力のある組織を維持し、またグループの総合力を発

揮できる体制を整えてまいります。 

 以上の取組を通じて、目標とする経営指標を確実に達成し、中長期的な企業価値の向上を目指してま

いります。 

 そして、平成 19 年 10 月に迎える当社創立 100 周年には、これまで以上に賞賛されるグループとなっ

ているよう、グループ一丸となって邁進してまいります。 

 

５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（１）基本的な考え方  

 当社では、「お客様をはじめとする皆様から信頼される企業でありつづける」ために、コーポレー

ト・ガバナンスを強化していくことが重要であると認識しており、経営の透明性・健全性を一層高め

ることや、法令の遵守、適時適切な情報開示等を通じて、その充実を図っております。 

（２）施策の実施状況 

 当社では監査役制度を採用しており、社外監査役 3 名を含む5 名の監査役が、取締役の職務執行並

びに当社及びグループ会社の業務や財政状況を監査しております。 

 また、取締役会については、社外取締役 3 名を含む 16 名で構成し、法令で定められた事項のほか、

経営に関する重要事項を決議する機関として、原則として、毎月 1 回開催しております。 

 さらに、取締役会とは別に、常勤取締役を主体に構成する会議体を設置して、経営上重要な事項に

ついて審議を尽くしており、迅速かつ的確な意思決定が可能な体制を構築しております。 

 なお、当社と社外監査役・社外取締役との関係については、その一部が取締役に就任している会社

との間で営業取引の関係があります。 

 一方、当社グループでは、コンプライアンスの範囲を、「法令遵守」だけでなく、より広く「社会

規範や社内規範の遵守」まで含めて捉えております。そして、グループ全体でコンプライアンス経営

を推進するという観点から、当社に社長直轄組織としてコンプライアンス統括部を設置しております。

同部では、内部統制システムの一つとして、グループ各社に対する監査を実施しておりますほか、当

社幹部社員等を対象にしたコンプライアンスに関する研修を実施して、意識の高揚に取り組んでおり

ます。 

 これらを通じて、今後も引き続き、コーポレート・ガバナンスの充実を図ってまいります。 

 

 



 

（連－６） 

経営成績及び財政状態 

 

Ⅰ 経営成績 

１．当期の概況 

当期のわが国経済は、製造業を中心とした民間設備投資の回復など、改善の動きがみられるものの、

雇用・所得環境に明るさがみえず、住宅投資、個人消費が伸び悩むなど、引き続き厳しい状況で推移

しました。 

当社グループにおきましては、「阪急新世紀グループビジョン」に基づき、引き続き各コア事業の

競争力の強化に取り組む一方で、当期をグループ再編の「総仕上げの年」と位置付けて、グループ

全体の事業の再編成・再構築を精力的に推し進めました。 

すなわち、当期において、グループ再編処理に区切りをつけるため、今後発生が見込まれる費用

を可能な限り計上しました。 

当期の営業収益は、新規連結子会社による増加があったものの、ＳＡＲＳ（重症急性呼吸器症候群）

の影響を受け、旅行業をはじめとするレジャー・サービス事業が減収となったこと等により、4,714

億 82 百万円となり前期に比べ 62 億 36 百万円（△1.3％）減少しました。 

一方、利益面では、経費節減等コスト管理の徹底に努めたことにより、営業利益は 479 億 98 百万円

と前期に比べ 69 百万円（△0.1％）の減少にとどまりました。経常利益は、持分法適用会社の損益が

改善したことに伴い、383 億 76 百万円となり前期に比べ 62億 59 百万円（19.5％）増加しました。 

また、特別損失において、上記のグループ事業の再編コスト等を計上した結果、当期利益は 31 億 1

百万円となり、黒字転換を果たしました。 

なお、セグメント別の業績は次の通りであります。 

 

（１）都市交通事業 

当社鉄道事業におきましては、グループ内の都市交通事業各社との連携を強化し、業務の高

効率・低コスト化を図るとともに、お客様の利便性の向上に努めました。特に、昨年８月に実

施した宝塚線ダイヤ改正においては、直通特急「日生エクスプレス」を増発し、能勢電鉄線との運

営の更なる一体化に取り組んだほか、蛍池駅に急行列車を停車させることにより大阪国際空港への

アクセス向上を図りました。また、能勢電鉄線との連絡企画定期券「能勢らくとくパス」や有馬温

泉の入湯券付周遊乗車券「有馬･六甲周遊パス」などの企画乗車券を発売し、鉄道の利用促進にも努め

ました。しかしながら、沿線の就学・就労人口の減少や、景気低迷による出控えなど、依然と

して厳しい事業環境が続いております。 

この結果、営業収益は 1,630 億 59 百万円と前期に比べ 28 億 2 百万円（△1.7％）減少しました

が、費用面において、経費削減等に努めました結果、営業利益は 246 億 96 百万円と前期に比べ 6

億 82 百万円（2.8％）増加しました。 

 

（２）不動産事業 

当社不動産事業におきましては、引き続き市街地マンションの開発に取り組み、当期中に「ジオ

メゾン新千里東町」、「ジオ高槻上牧」等、阪急不動産㈱他との共同事業物件を含め 1,021 戸を分譲

しました。なお、今春まちびらきを迎えた国際文化公園都市「彩都」におきましては、総戸数 444

戸を即日完売したマンション「ジオ彩都みなみ坂」に続き、分譲宅地「阪急彩都あさぎ」、分譲戸

建「阪急彩都ガーデンビレッジあさぎ」も好評を博し、計 57 区画を分譲しました。 

この結果、営業収益は 1,204 億 24 百万円と前期に比べ 51 億 46 百万円（4.5％）増加し、営業利

益も 174 億 73 百万円と前期に比べ 38 億 1 百万円（27.8％）増加しました。 

 



 

（連－７） 

 

（３）レジャー・サービス事業 

当社宝塚歌劇におきましては、オペラ「アイーダ」を再構成した「王家に捧ぐ歌」や、「薔薇の

封印」をはじめとする各公演が好評を博しました。また、衛星放送事業「TAKARAZUKA SKY STAGE」

におきましては、引き続き番組内容の充実を図るとともに、視聴者数の拡大に向けた各種キャンペ

ーンを積極的に展開した結果、視聴加入者数が 3 万人を超えております。 

しかし、当社における遊園地事業からの撤退及び旅行業・ホテル業がＳＡＲＳの影響を受けた結

果、営業収益は 1,290 億 45 百万円と前期に比べ 132 億 74 百万円（△9.3％）減少し、営業利益も

28 億 16 百万円と前期に比べ 37億 42 百万円（△57.1％）減少しました。 

 

（４）リテール事業 

当社流通事業におきましては、書店「ブックファースト」において、銀座コア店、東急大井町

店、ルミネ川越店など、沿線外への積極的な展開を図るとともに、店舗の立地やお客様のニーズに

応じた店づくりに努めました。また、コンビニエンスストア「アズナス」やベーカリーカフェ「フ

レッズ」等において、ロゴの刷新や店舗の改装等を行い、お客様にとってより一層魅力的な店舗づ

くりに取り組んだほか、ファッション・雑貨系ブランドの見直しを図り、セレクトショップ「カラ

ーフィールドリラックス」天王寺Ｍｉｏ店を新たに出店しました。なお、直営店舗は、業態変更に

よるものも含め 28 店舗を新規出店し、合計 145 店舗となっております。 

この結果、営業収益は 546億 39 百万円と前期に比べ 11 億 45 百万円（2.1％）増加し、営業利益

も 21 億 30 百万円と前期に比べ1 億 50 百万円（7.6％）増加しました。 

 

（５）その他の事業 

広告代理店業、消費者金融業、車両製造業などの「その他の事業」におきましては、当期より出

版業である㈱阪急コミュニケーションズを新規連結子会社としました。当社の出版事業を移管する

とともに、㈱ティビーエス・ブリタニカより「ニューズウィーク日本版」、「ｐｅｎ」、「フィガロジ

ャポン」などの雑誌・書籍事業を譲り受け、首都圏における事業基盤の確立とノウハウの強化により

事業の拡充を図りました。 

この結果、営業収益は 391 億 33 百万円と前期に比べ 9 億 17 百万円（2.4％）増加しました。し

かし、消費者金融業において、新規顧客獲得を目的とした広告宣伝費などが増加したこともあり、

営業損失は前期に比べ 10 億 21 百万円（△111.2％）悪化し、19億 40 百万円となりました。 

 

２．次期の見通し 

当社におきましては、これまでグループ全体で取り組んでまいりました事業の再編成･再構築が着実

に進展を遂げ、各コア事業の枠組みも概ね整備されました。今後は各コア事業における「競争優位の確

立」に一層注力してまいります。 

なお、次期の予想につきましては、旅行業におけるＳＡＲＳの影響からの回復等により、営業収益、

営業利益及び経常利益ともに増加する見込みであります。また、当期にてグループ再編に区切りをつ

けることができました結果、当期純利益は大幅な増加を見込んでおります。 

 

（平成 17 年 3 月期連結業績予想） 

営業収益 4,913 億円  営業利益 540 億円  経常利益 424 億円  当期純利益 225 億円 

 

 

 



 

（連－８） 

 

 

Ⅱ 財政状態 

 当期末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、短期借入金の返済や

コマーシャル・ペーパーの償還等により、前期末に比べ6 億 70 百万円減少し、当期末には 349億 55 百

万円となりました。

 
（１）営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動による資金収支は 420 億 57 百万円となり、前期に比べ 76億 47 百万円（22.2％）

増加しました。これは、マンション分譲等による売上債権及び法人税等の支払額が増加した
一方で、税金等調整前当期純損益が改善したためであります。 

 

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動による資金収支は△3 億 92 百万円となり、前期に比べ 346億 79 百万円（98.9％）
増加しました。これは、主に当社における固定資産の売却による収入等が減少した一方で、

前期において開発用地の引取等を実施したことにより、固定資産の取得による支出が減少し

たためであります。 

 
（３）財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動による資金収支は△420 億 4 百万円となり、前期に比べ 261 億 14 百万円（△

164.3％）減少しました。これは、財務体質強化のため、有利子負債の削減を進めている結

果であります。 
 

なお、当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記の通りであります。 

  13 年 3 月期 14 年 3 月期 15 年 3 月期 16 年 3 月期 

株主資本比率 （％） 17.1 18.3 13.1 14.4 

時価ベースの株主資本比率 （％） 23.4 23.3 16.3 19.6 

債務償還年数 （年） 19.3 23.0 22.4 21.6 

インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍） 2.5 2.3 2.9 3.0 

 
（注）   株主資本比率 ： 株主資本 / 総資産 

時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額 / 総資産 
債務償還年数 ： 有利子負債 / （営業利益＋受取利息・配当金） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： （営業利益＋受取利息・配当金） / 支払利息 

 
※  各指標の算出は、連結ベースの財務数値によっております。 

※  株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出して 

おります。 

 



百万円 百万円 百万円

３１８，９３９ ３１９，０１５ △ ７６

現 金 及 び 預 金 ３８，９２１ ４０，１４６ △ １，２２５

受取手形及び売掛金 ４６，８２０ ４０，０９２ ６，７２７

短 期 貸 付 金 ２２，８９０ ２７，８８３ △ ４，９９３

た な 卸 資 産 １５６，００６ １６４，７４５ △ ８，７３８

繰 延 税 金 資 産 ２８，９７２ ２６，３７４ ２，５９７

そ の 他 ２７，９５２ ２２，１９３ ５，７５９

貸 倒 引 当 金 △ 　　２，６２４ △ 　　２，４２０ △ ２０３

１，３９６，８６６ １，４３５，１９５ △ ３８，３２８

１，０５０，８１６ １，０９２，７３３ △ ４１，９１６

建 物 及 び 構 築 物 ３５６，２４６ ３５２，９４２ ３，３０３

機械装置及び運搬具 ３１，７０５ ３３，５３９ △ １，８３４

土 地 ５６１，６８４ ５７７，１４７ △ １５，４６２

建 設 仮 勘 定 ９４，３２５ １２２，１４２ △ ２７，８１７

そ の 他 ６，８５５ ６，９６０ △ １０５

１１，６２９ １１，０１３ ６１５

連 絡 通 行 権 他 １１，６２９ １１，０１３ ６１５

３３４，４２０ ３３１，４４８ ２，９７２

投 資 有 価 証 券 １４９，８０５ １２６，２２７ ２３，５７８

長 期 貸 付 金 ５４，５９７ ５５，２１２ △ ６１４

繰 延 税 金 資 産 ７８，７７６ ８８，９８９ △ １０，２１２

そ の 他 ６４，７９６ ７４，４５８ △ ９，６６２

貸 倒 引 当 金 △   １３，５５５ △   １３，４３８ △ １１６

資 産 合 計 １，７１５，８０５ １，７５４，２１０ △ ３８，４０５

    当  期  末 前  期  末

１．有形固定資産の減価償却累計額 ５３５，３００ 百万円 ５３９，７２１ 百万円

２．固定資産の取得原価から直接
　　減額された工事負担金等累計額 １５３，２０５ 百万円 １５３，６２５ 百万円

３．保証債務額(保証予約,経営指導念書含む)   １６，７４８ 百万円   ２１，１８１ 百万円

(注)

投 資 そ の 他 の 資 産

前  期  末

( 15.3.31  現在 )

( 資 産 の 部 )

 固    定    資    産

科         目

連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表（（（（資産資産資産資産のののの部部部部））））

 流    動    資    産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

比較増減額
当  期  末

( 16.3.31  現在 )

（連－９）



連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表（（（（負債負債負債負債････少数株主持分少数株主持分少数株主持分少数株主持分････資本資本資本資本のののの部部部部））））

百万円 百万円 百万円

４２６，６５９ ５１８，５６４ △ ９１，９０４
２６，９７５ ３０，１４７ △ ３，１７１
２５０，８８２ ３０８，４６１ △ ５７，５７９
２８，０７０ ２５，０７０ ３，０００
３，０１９ ２，８０５ ２１３
１４，０３６ １４，１５８ △ １２１
１，４９４ １，７８８ △ ２９４
１，０３４ ２，１７８ △ １，１４４

１０１，１４６ １３３，９５３ △ ３２，８０６

１，０３２，２４６ ９９６，８５６ ３５，３９０
２０６，４４０ １８６，３３０ ２０，１１０
５７５，９９６ ５４３，９９８ ３１，９９７
７３，０２４ ７３，１６３ △ １３９
４６，００２ ５５，６６８ △ ９，６６５

４９４ １，４８３ △ ９８９
２６，５４６ ９，５０３ １７，０４２
６，４２８ １７，８３９ △ １１，４１０
３，６８１ ５，５９２ △ １，９１１
９３，６３２ １０３，２７５ △ ９，６４３

１，４５８，９０６ １，５１５，４２０ △ ５６，５１４

９，０５８ ８，９４４ １１４

７５，９６８ ７５，９６８ ―
― ７１，８０７ △ ７１，８０７

４５，３４７ △　　３０，０５３ ７５，４０１
１０６，６０７ １０６，７８３ △ １７５

その他有価証券評価差額金 ２１，０２５ ６，１９５ １４，８３０
△　　　　　２３３ ９９ △ ３３３
△          ８７６ △          ９５５ ７９

２４７，８４０ ２２９，８４５ １７，９９４

１，７１５，８０５ １，７５４，２１０ △ ３８，４０５

比較増減額科         目
当  期  末

( 16.3.31  現在 ) ( 15.3.31  現在 )

負 債、少 数 株 主 持 分
及  び  資  本   合  計

前  期  末

支 払 手 形 及 び 買 掛 金
短 期 借 入 金
一 年 以 内 償 還 社 債
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用

土 地 再 評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定
自 己 株 式

資 本 計

（  資   本   の   部  ）
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

負 債 計

少 数 株 主 持 分
（  少 数 株 主 持 分  ）

退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
投 資 損 失 引 当 金
受 入 工 事 負 担 金
連 結 調 整 勘 定
そ の 他

（  負   債   の   部  ）

社 債
長 期 借 入 金
土地再評価に係る繰延税金負債

固 定 負 債

賞 与 引 当 金
事 業 整 理 損 失 引 当 金
そ の 他

流 動 負 債

（連－１０）



当    期

百万円 百万円 百万円 ％

 営　　業　 　収　   益 ４７１，４８２ ４７７，７１９ △ ６，２３６ △ １．３

 営　    　業　    　費　　 ４２３，４８４ ４２９，６５０ △ ６，１６６ △ １．４

１８，７３０ １９，０３１ △ ３０１ △ １．６

営 業 利 益 ４７，９９８ ４８，０６８ △ ６９ △ ０．１

 営 　業　 外　 収　 益 ９，２１５ ５，６６１ ３，５５３ ６２．８

 営 　業 　外　 費 　用 １８，８３７ ２１，６１３ △ ２，７７６ △ １２．８

経 常 利 益 ３８，３７６ ３２，１１６ ６，２５９ １９．５

 特　　別　　 利    益 ２５，９７８ ７，９８７ １７，９９１ ２２５．２

３，１４９ ５６３ ２，５８５ ４５８．９

１６，４０９ ５，４２９ １０，９８０ ２０２．２

７０８ ７２７ △ １９ △ ２．７

４，３３０ ８０３ ３，５２７ ４３９．１

８５０ － ８５０ －

５３０ ４６３ ６６ １４．４

 特　　別　　 損　　失 ６３，５００ １８５，１６７ △１２１，６６７ △ ６５．７

４，９５６ － ４，９５６ －

１，０９２ ３１，４６７ △ ３０，３７４ △ ９６．５

７，３６４ １０，９４０ △ ３，５７５ △ ３２．７

１，０５１ ２，２７９ △ １，２２８ △ ５３．９

－ １０４，８０６ △１０４，８０６ △ １００．０

６，１４７ ４，７３７ １，４１０ ２９．８

－ ４，９０３ △ ４，９０３ △ １００．０

７，９０６ － ７，９０６ －

１８，８５７ ６０２ １８，２５５ ３，０３２．４

３，７７１ ６，２９９ △ ２，５２７ △ ４０．１

１，０００ ２，１７８ △ １，１７８ △ ５４．１

８，０１０ ５，５００ ２，５１０ ４５．６

３，３４４ １１，４５３ △ ８，１０９ △ ７０．８

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失(△)

法人税､住民税及び事業税 ３，７８９ ３，１０８ ６８０ ２１．９

法 人 税 等 調 整 額 △ ６，１９６ △ ５８，２０１ ５２，００５ ８９．４

少 数 株 主 損 失 ( 加 算 ) － ６５１ △ ６５１ △ １００．０
少 数 株 主 利 益 ( 減 算 ) １５９ 　－ １５９ －
当期純利益又は当期純損失(△) ３，１０１ △ ８９，３１８ ９２，４２０ －

４０４，７５３ ４１０，６１９ ５，８６５ １．４△ △

そ の 他

工 事 負 担 金 等 受 入 額

分 譲 土 地 建 物 評 価 損

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

退職給付会計基準移行時差異償却額

分 譲 土 地 建 物 等 処 分 損

運 輸 業 等 営 業 費
及 び 売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

　－ ８５４ △１４５，０６３ １４５，９１７

そ の 他

固 定 資 産 売 却 損

関 係 会 社 支 援 損

固 定 資 産 圧 縮 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

早 期 退 職 割 増 金

固 定 資 産 評 価 損

事 業 整 理 損 失

事業整理損失引当金繰入額

連  結  損  益  計  算  書連  結  損  益  計  算  書連  結  損  益  計  算  書連  結  損  益  計  算  書

比較増減額 比較増減率前    期科　　　　　目

固 定 資 産 売 却 益

輸 送 等 補 助 金

有 価 証 券 売 却 益

役員退職慰労引当金取崩益

（連－１１)



百万円 百万円

（資　本　剰　余　金　の　部）

７１，８０７ ５４，５２２

― １７，３３７

株 式 交 換 に よ る 増 加 ― １７，３３７

７１，８０７ ５２

資 本 準 備 金 取 崩 額 ７１，８０７ ― 
自 己 株 式 処 分 差 損 ― ５２

― ７１，８０７

（利　益　剰　余　金　の　部）

△　３０，０５３ ４３，８５０

７５，４９０ ３３，９９３

当 期 純 利 益 ３，１０１ ― 

連結子会社及び持分法適用会社
の 増 減 に よ る 増 加 高 ４０５ ３３，９９３

資 本 準 備 金 取 崩 額 ７１，８０７ ― 
土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 １７５ ― 

８９ １０７，８９８

配 当 金 ― ２，１７７

役 員 賞 与 ２２ ２５

当 期 純 損 失 ― ８９，３１８

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 ― １６，３７６

自 己 株 式 処 分 差 損 ６７ ― 

４５，３４７ △　３０，０５３

連  結  剰  余  金  計  算  書連  結  剰  余  金  計  算  書連  結  剰  余  金  計  算  書連  結  剰  余  金  計  算  書

前    期当    期

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

科　　　　　目

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（連－１２）



連結連結連結連結キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフロー計算書計算書計算書計算書

百万円 百万円
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損益 ８５４ △ １４５，０６３
減価償却費 ３０，１０６ ３２，１０９
連結調整勘定償却額 △ １，４６３ △ １，１４４
持分法による投資損益 △ ３，３００ １，７１７
事業整理損失引当金の増加額 １，０００ ２，１７８
退職給付引当金の増減額 △ ９，６７４ ２，９９６
貸倒引当金の増加額 ７，４１７ １，８８４
投資損失引当金の増減額 １７，７４１ △ ４，８５３
受取利息及び受取配当金 △ １，２３１ △ １，４０３
支払利息 １６，３８１ １７，１１８
固定資産売却益 △ ３，１４９ △ ５６３
固定資産売却損 ７，３６４ １０，９４０
固定資産圧縮額 １，０５１ ２，２７９
固定資産評価損 － １０４，８０６
有価証券売却益 △ ４，３３０ △ ８０３
工事負担金等受入額 △ １６，４０９ △ ５，４２９
事業整理損失 ３，７７１ ６，２９９
関係会社支援損 ８，０１０ ５，５００
売上債権の増減額 △ １４，０１１ １７，８８８
たな卸資産の減少額 １３，２６７ １９，９８３
仕入債務の増減額 ２，９８０ △ ６，３３０
その他 ３，８４４ △ ７，８３４
   小      計 ６０，２２０ ５２，２７５
利息及び配当金の受取額 ２，１２３ １，５１６
利息の支払額 △ １６，７３３ △ １７，４１７
法人税等の支払額 △ ３，５５４ △ １，９６４

営業活動によるキャッシュ・フロー ４２，０５７ ３４，４１０

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出 △ １９，３７７ △ ７９，８４２
固定資産の売却による収入 ２３，６３７ ７１，９３６
投資有価証券の取得による支出 △ ２，７８８ △ ８，４４３
投資有価証券の売却による収入 ９，２０４ ５，１４８
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △ ３，２２５
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 ４１４ －
短期貸付金の純増減額 △ ５，２６２ １１，７３３
長期貸付けによる支出 △ ６，４９９ △ ３９，８７５
長期貸付金の返済による収入 ４，７５７ ６，６３２
工事負担金の受入による収入 ２，９７７ ５，６１０
その他 △ ７，４５５ △ ４，７４６

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３９２ △ ３５，０７２

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額 △ １２７，６４４ ７６，３１４
長期借入れによる収入 １６８，６１４ ２０８，２９１
長期借入金の返済による支出 △ ６３，５９１ △ ２５１，１０５
社債の発行による収入 ４９，６６５ ８，２１９
社債の償還による支出 △ ２６，８９０ △ ３８，８０６
ｺﾏｰｼｬﾙ・ﾍﾟｰﾊﾟｰの純減少額 △ ４２，０００ △ １６，０００
配当金の支払額 － △ ２，１７７
少数株主への配当金の支払額 △ ６９ △ ３０９
その他 △ ８９ △ ３１６

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ４２，００４ △ １５，８８９

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ３３３ △ ２６３
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △ ６７２ △ １６，８１５
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ３５，６２６ ４１，８９４
Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 ２ １０，５４７
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ３４，９５５ ３５，６２６

 (注)　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　当　期  末 　前　期  末
現金及び預金勘定 ３８，９２１百万円 ４０，１４６百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △　３，９６５百万円 △　４，５２０百万円
現金及び現金同等物 ３４，９５５百万円 ３５，６２６百万円

当     期科             目 前     期

（連－１３）



連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 
１．連結の範囲に関する事項 
                    当 期     前 期 
          連結子会社     ６９社     ７０社 
          非連結子会社    ４８社     ５３社 
   （主要な連結子会社名） 
     能勢電鉄㈱、阪急不動産㈱、阪急彩都開発㈱、㈱阪急交通社、 
     ㈱第一阪急ホテルズ、㈱新阪急ホテル、㈱クリエイティブ阪急、 
     アルナ輸送機用品㈱ 
   なお、㈱阪急コミュニケーションズ及び㈱阪急フィナンシャルサポートについて

は、重要性が増加したことから、当期より連結の範囲に含めております。 
また、従来連結子会社であった阪急電気工事㈱については、株式の一部を譲渡し

たことから、当期より連結の範囲から除外し、持分法適用の関連会社としておりま

す。 
   また、当期において、従来連結子会社であった㈱新西は清算結了により、㈱阪急

リエゾンサービスは合併により消滅しております。 

 
２．持分法の適用に関する事項 
   関連会社の一部（１２社）について持分法を適用しております。 
   （主要な持分法適用関連会社名） 
     神戸電鉄㈱、東宝㈱、㈱東京楽天地、㈱コマ・スタジアム、㈱森組 
   なお、従来連結子会社であった阪急電気工事㈱については、株式の一部を譲渡し

たことから、当期より持分法適用の関連会社に含めております。 
また、当期において、従来持分法適用の関連会社であった新都市共同企画㈱は、

清算結了により持分法適用の関連会社から除外しております。 
なお、持分法計算の結果生じた投資差額は、５年間で均等償却しております。 

 
３．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 
４．連結調整勘定の償却に関する事項 
   連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。 

 
５．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分又は損失処理について、連結会計年度

中に確定した利益処分又は損失処理に基づいて作成しております。 

 
６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
   連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、 
  随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について 
  僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資 
  からなっております。 
 
７．消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
 

（連－14） 



セセセセ　　　　ググググ　　　　メメメメ　　　　ンンンン　　　　トトトト　　　　情情情情　　　　報報報報

　１．事業の種類別セグメント情報

　　 当期（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） （単位：百万円）

都市交通事業 不動産事業 ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ事業 リテール事業 その他の事業 計 消去又は全社 連　結

Ⅰ　営業収益及び営業損益

 営　　業　　収　　益

  (1)外部顧客に対する営業収益 158,658 108,020 128,401 53,327 23,073 471,482 － 471,482
  (2)セグメント間の内部営業収益
　　 又は振替高 4,400 12,403 643 1,311 16,059 34,819 (34,819) － 

計 163,059 120,424 129,045 54,639 39,133 506,302 (34,819) 471,482

 営　　　 業　　　 費 138,363 102,950 126,228 52,509 41,073 461,125 (37,640) 423,484

 営　　業　　利　　益 24,696 17,473 2,816 2,130 △ 1,940 45,176 2,821 47,998

Ⅱ　資産、減価償却費及び
　　資本的支出

 資　　　　　　　産 598,224 681,581 296,412 16,726 283,823 1,876,768 (160,962) 1,715,805

 減　価　償　却　費 16,876 7,726 4,402 654 667 30,327 (221) 30,106

 資　本　的　支　出 6,923 8,587 2,821 1,288 753 20,374 (541) 19,833

　　 前期（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） （単位：百万円）

都市交通事業 不動産事業 ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ事業 リテール事業 その他の事業 計 消去又は全社 連　結

Ⅰ　営業収益及び営業損益

 営　　業　　収　　益

  (1)外部顧客に対する営業収益 161,154 101,422 141,498 52,322 21,321 477,719 － 477,719
  (2)セグメント間の内部営業収益
　　 又は振替高 4,708 13,855 820 1,172 16,894 37,451 (37,451) － 

計 165,862 115,278 142,319 53,494 38,215 515,170 (37,451) 477,719

 営　　　 業　　　 費 141,848 101,606 135,760 51,514 39,134 469,863 (40,212) 429,650

 営　　業　　利　　益 24,013 13,672 6,559 1,980 △ 918 45,307 2,760 48,068

Ⅱ　資産、減価償却費及び
　　資本的支出

 資　　　　　　　産 606,548 711,507 301,012 14,969 272,128 1,906,166 (151,955) 1,754,210

 減　価　償　却　費 17,285 8,396 5,371 651 395 32,100 8 32,109

 資　本　的　支　出 12,294 62,052 4,328 814 1,076 80,566 (699) 79,866

            　　　（注） １．事業区分の方法は、「日本標準産業分類」をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう

                      　　に区分しております。

                      ２．各事業区分の主な事業内容は次のとおりであります。

都市交通事業  ： 鉄道事業、自動車運送事業、貨物運送業

不 動 産 事 業  ： 不動産賃貸業、不動産売買業、不動産管理業

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ事業  ： 旅行業、ホテル業、娯楽業

リテール事業  ： 小売業、飲食業

その他の事業  ： 広告代理店業、消費者金融業、出版業、車両製造業、情報処理業

                      ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金（現金、預金）及び長

                          期投資資金（投資有価証券）等であります。

当　　期      69,689百万円

前　　期      61,850百万円

　２．所在地別セグメント情報
        当期及び前期については、全セグメントの営業収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれ
      も90％を超えているため、 所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　３．海外売上高
        当期及び前期については、海外売上高が連結営業収益の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

リリリリ　　　　ーーーー　　　　スススス　　　　取取取取　　　　引引引引

　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

（連－１５）



子 会 社 等

議決権等の所有
（被所有）割合 役員の兼任等 事業上の関係

百万円 百万円 百万円

(所有) 兼任　２人
㈱森組 大阪市 7,013 建設業 　直接　 38.4% 出向　２人 事業用施設の 支援損 7,500 － －

中央区 　間接　　0.0% 建築工事等

 関 連 会 社

(所有) 兼任　３人
北神急行電鉄㈱ 神戸市 3,200 鉄道事業 　直接　 27.5% (うち社員１人)資金の貸付 資金の貸付 － 長期貸付金 17,047

北　区 転籍　２人

　　(注)　１．取引金額及び期末残高には消費税が含まれておりません。
　　　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　㈱森組への支援損については、同社における固定資産の売却損等に対する、債権放棄による支援損であります。
　北神急行電鉄㈱への資金の貸付については、相手方との協議によりその条件等を定めておりますが、利息の免除及び軽減を行っております。

関　係　内　容 取引金額取引の内容

（
連
－
１
６
）

関 連 当 事 者 関 連 当 事 者 関 連 当 事 者 関 連 当 事 者 と の と の と の と の 取 引取 引取 引取 引

属　性 会社等の名称 住　所 資 本 金 科　目 期末残高事業の内容



税税税税　　　　効効効効　　　　果果果果　　　　会会会会　　　　計計計計

当　期
　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　　　（繰延税金資産）
　　　　　分譲土地建物評価損 10,006 百万円
　　　　　貸倒引当金損金算入限度超過額 3,631
　　　　　有価証券評価損 3,136
　　　　　事業税・事業所税未払額 353
　　　　　賞与引当金損金算入限度超過額 824
　　　　  退職給付引当金損金算入限度超過額 14,016
　　　　　役員退職慰労引当金 207
　　　　　投資損失引当金 10,731
　　　　　繰越欠損金 39,772
　　　　　資本連結に伴う資産の評価差額 58,564
　　　　　資産に係る未実現損益 3,790
　　　　　そ　　の　　他 2,774
　　　　繰延税金資産　小　　計 147,808
　　　　　評価性引当額 △ 23,586
　　　　　繰延税金負債との相殺 △ 16,472
　　　　繰延税金資産　合　　計 107,749
　　　（繰延税金負債）
　　　　　その他有価証券評価差額金 △ 22,641
　　　　　そ　　の　　他 △ 1,054
　　　　繰延税金負債　小　　計 △ 23,695
　　　　　繰延税金資産との相殺 16,472
　　　　繰延税金負債　合　　計 △ 7,222
　　　　繰延税金資産 の 純 額 100,526

　２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
　　　差異の原因となった主な項目別の内訳
　　　　法定実効税率 42.1  ％
　　　　　（  調　整  ） 
　　　　　　　交際費等永久に損金に算入されない項目 28.1
　　　　　　　住民税均等割額 26.3
　　　　　　　税効果を計上していない子会社欠損金 37.1
　　　　　　　連結子会社・持分法適用会社株式評価減等 △ 129.3
　　　　　　　持分法による投資損益 △ 162.4
　　　　　　　連結調整勘定当期償却額 △ 72.0
　　　　　　　連結子会社における税額控除額等 △ 36.9
　　　　　　　そ　　の　　他 △ 14.7
　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 281.7

（連－１７）



１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

２．その他有価証券で時価のあるもの

３．当期中に売却したその他有価証券

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

デ リ バ テ ィ ブ デ リ バ テ ィ ブ デ リ バ テ ィ ブ デ リ バ テ ィ ブ 取 引取 引取 引取 引

19 －
(1) 満期保有目的債券
割引金融債

（単位：百万円）

－330

3,864

 債券

－(3)その他 －－3 3

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

差額

10,564
27

10,718

連結貸借
対照表計上額

非上場株式(店頭売買株式を除く)

5年超

売却額
売却益の

3,844

当　期

5年以内 10年以内

5,506 4,330 7

当　期
1年超区　　分

合計額

区　　分

49

49

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

当　期　末
（16.3.31現在）

－ － －

合　　計 49 0

区　　分

前　期　末
（15.3.31現在）

対照表計上額
取得原価

連結貸借
差額

対照表計上額

49 0

時価

連結貸借対照表計上額が

当　期　末
（16.3.31現在）

取得原価 差額
連結貸借

取得原価を超えるもの
(1)株式
(2)債券

小　計
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
(1)株式

9,900 20,465
818 845

21,311 10,592

△53
15 △8

6,543 5,478 △1,064
1,560 1,507(2)債券

(3)その他
小　計

14 △2 24
50 0

合　　計
7,002 △1,127

18,848 28,313 9,464
527 △96

46,553
8,129

合　　計

 外国債

 社債
 その他

39 441 － 2,000

有    価    証    券有    価    証    券有    価    証    券有    価    証    券

 国債

19

前　期　末
（15.3.31現在）

連結貸借
対照表計上額

29

差額時価

29 0

39 39 △0

69 69 0

14,525
350

45,666 31,140
356 6

14,879

15,503

556
50
16
623

31,147
0

46,026

461 △94

20

31,050

前　期

前　期　末

1年超 5年超
10年超

120 280

売却額
合計額

当　期　末
（16.3.31現在）

(2) その他有価証券

売却損の
合計額

売却益の 売却損の

19

前　期

50

（15.3.31現在）

1年以内

50

2,000
390

10年超

4,060
4,060

5年以内 10年以内

－

合計額

140

2,605 782 83

区　　分

合　　計

1年以内

（連－１８）



退  職  給  付退  職  給  付退  職  給  付退  職  給  付

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて
おります。なお、当社においては退職給付信託を設定しております。

２．退職給付債務に関する事項
当　期　末 前　期　末

イ．退職給付債務 △ 112,006 百万円 △ 122,279 百万円
ロ．年金資産 54,809 百万円 49,859 百万円
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 57,197 百万円 △ 72,420 百万円
ニ．未認識数理計算上の差異 11,811 百万円 17,345 百万円
ホ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △ 258 百万円 △ 98 百万円
へ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △ 45,645 百万円 △ 55,173 百万円
ト．前払年金費用 357 百万円 495 百万円
チ．退職給付引当金（ヘ－ト） △ 46,002 百万円 △ 55,668 百万円

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項
当　　　期 前　　　期

イ．勤務費用（注）2，3 5,372 百万円 5,552 百万円
ロ．利息費用 2,853 百万円 3,289 百万円
ハ．期待運用収益 △ 972 百万円 △ 1,257 百万円
ニ．会計基準移行時差異の費用処理額 － 百万円 4,903 百万円
ホ．数理計算上の差異の費用処理額 1,854 百万円 847 百万円
ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △ 97 百万円 △ 162 百万円
ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 9,010 百万円 13,171 百万円

（注）1.上記退職給付費用以外に割増退職金を支払っており、特別損失として計上しております。
　　　当　期　　　7,906百万円
　　　前　期　　　2,157百万円
2.前期において、一部の連結子会社における厚生年金基金に対する拠出額は、「イ．勤務費用」
　に計上しております。
3.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
当　　　期 前　　　期

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準
ロ．割引率 主として2.5% 主として2.5%
ハ．期待運用収益率 主として2.5% 主として2.5%
ニ．過去勤務債務の額の処理年数 3年～10年 3年～10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によります。）
ホ．数理計算上の差異の処理年数 8年～15年 8年～15年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、原則として翌期
  から費用処理することとしております。)

ヘ．会計基準移行時差異の処理年数 － 原則として3年

（連－１９）



平成 16年  5月 26日

阪急電鉄株式会社

1. セグメント情報 （単位：百万円）

都市交通事業 不動産事業 ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ事業 リテール事業 その他の事業 計 消去又は全社 連　 結

営 業 収 益 160,900 114,100 143,000 63,400 44,100 525,500 △ 34,200 491,300

営 業 利 益 26,500 15,900 7,800 2,500 △ 700 52,000 2,000 54,000

営 業 収 益 163,059 120,424 129,045 54,639 39,133 506,302 △ 34,819 471,482

営 業 利 益 24,696 17,473 2,816 2,130 △ 1,940 45,176 2,821 47,998

　比　較　増　減

営 業 収 益 △ 2,159 △ 6,324 13,955 8,761 4,967 19,198 619 19,818

営 業 利 益 1,804 △ 1,573 4,984 370 1,240 6,824 △ 821 6,002

2. 金　融　収　支 （単位：百万円）

3. 有 利 子 負 債 （単位：百万円）

（単位：百万円）

4. 設　備　投　資 （単位：百万円）

5. 減 価 償 却 額 （単位：百万円）

△ 44,471

1,057,700

比　較

△ 6,689

△ 15,149

比　較

△ 951

△ 331

619

△ 25,581

23,110

△ 42,000

852,460

211,400

連 結 決 算 発 表・補 足 資 料

　17年3月期（予想）

17年3月期（予想） 16年3月期（実績） 比　較

　16年3月期（実績）

16年3月期末（実績） 15年3月期末（実績）

受取利息及び配当金 900

支 払 利 息 17,000

金 融 収 支 △ 16,100

1,231

16,381

借 入 金 826,879

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ･ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ 3,000

社 債 234,510

17年3月期（予想） 16年3月期（実績）

45,000

1,064,389 1,108,860

比　較

16年3月期末（実績）

1,064,389

17年3月期末（予想）

計

31,000 30,106 894

29,200 24,363 4,837

16年3月期（実績） 比　較17年3月期（予想）

（連－補１）


